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１．序論 

地球温暖化防止に対する国際的な関心の高まりを受けて,

温室効果ガス削減に関する国家目標を設定する動きが,数

多くの国で活発に見られるようになった． 

例えば,2019 年 6 月に,英国において 2050 年における同国

の温室効果ガス排出を実質的にゼロとすることを求める法

律が可決 1)された他,同年 11 月には,フランスにおいて「2050

年までに 1990 年比で温室効果ガス排出量を 75％削減する」

という従来の国家目標を「2050 年までにカーボンニュート

ラルを達成」へと上方修正する法律が可決 2)されている. 

将来の温室効果ガス削減に向けた取組み強化の動きは,我

が国においても例外でない．日本政府は「最終到達点として

の『脱炭素社会』を掲げ，それを野心的に今世紀後半のでき

るだけ早期に実現することを目指すとともに，2050 年まで

に 80％の温室効果ガスの削減に大胆に取り組む」とした, 

「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」を 2019 年

6 月に閣議決定 3)している．なお, 同決定は,温室効果ガス排

出量実質ゼロを掲げる決定としては, G7 加盟国において初

の事例である．また，2020 年 10 月に行われた菅内閣総理大

臣所信表明演説 4)では，「2050 年までに,温室効果ガスの排出

を全体としてゼロにする,すなわち 2050 年カーボンニュー

トラル,脱炭素社会の実現を目指すこと」が宣言された. 

上記のように,将来時点における温室効果ガスの排出に

ついて各国が,実質ゼロという極めて野心的な目標設定を

矢継ぎ早に打ち出す一方で,温暖化対策に必要となる費用

を賄うための費用負担増加に対する懸念が一部の国におい

て高まりを見せている． 

フランスで 2018 年後半から 2019 年半ばまで高まりを見

せた,市民によるフランス政府への抗議運動（いわゆる「黄

色いベスト運動」）は,10 名を超える市民が犠牲となった他,

市民・警察の双方において 1 千名を超える負傷者が発生す

る事態にまで発展したが,その背景の 1 つとして,炭素税に

よる負担増加に対する市民の不満が挙げられる． 

我が国においても,経済界を中心に,炭素税などの温室効

果ガス削減に向けた一部政策の導入が経済に与える影響へ

の懸念が表明されており, 2017 年 11 月, 日本経済団体連

合会は「カーボンプライシングに対する意見」を公表 5),明

示的カーボンプライシングの導入に対し,我が国の国際競

争力低下の観点から懸念を示している． 

いずれの事例も,温室効果ガス排出のネットゼロ化とい

う理想と,その実現に伴う経済負担増加という現実との間

の葛藤を示すものであり,経済影響を最小限に留めながら,

野心的な温室効果ガス削減に向けた具体的戦略を作成する

ことの重要性を端的に示すものであるといえる． 

上記の問題意識から,ゼロエミッション化に向けた国家

のエネルギー選択が経済や国民負担に与える影響の分析の

ための取組みが,内外において活発に行われている． 

例えば,再生可能エネルギーをはじめとした各種電源の

電力系統への統合費用の評価は欧米を中心に，海外では多

くの研究者によって進められている． 

経済協力開発機構（OECD）・原子力機関（NEA）の 2012

年のレポート 6)によれば，VRE が 30%導入された際の平均

統合費用は国によって 2～8 セント/kWh 程度とされていた．

また 2018年に同機関が公開した文献 7)におけるレビューで

は 2.5～4 セント/kWh 程度，2019 年に公開した欧州を対象

としたモデル分析 8)では 2 セント/kWh 程度とされるなど，

評価の幅が広い．これと同様の分析は欧州（例えば B. Van 
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Zuijlen ら(2019)9)など）や米国（例えば L. Noel ら(2017)10)な

ど）を中心に数多く存在し，また M.Z. Jacobson ら(2015)11)

や Lappeenranta 大学のグループ(2017)12)のように，世界のほ

ぼ全ての国・地域を対象として統合費用を推計し，公開し

ているグループも存在する． 

日本を対象として同様の評価を行った文献も複数存在し

ており，例えば前述のグループ(2017)12)や WWF ジャパン

(2017)13)などは，仮に 2050 年に再生可能エネルギーで日本

の全電源を供給したとしても，統合費用を含む電力システ

ム総費用は現状に比べて低下する，としている．一方で日

本エネルギー経済研究所および東京大学(2018)14) (2020)15)

では 2050 年に火力発電が利用可能でない場合，電力システ

ム費用は大幅に上昇し，かつ，再生可能エネルギーのみで

なく原子力発電をも利用することでコストの上昇を抑制で

きる，との結果となっており，また荻本ら(2018)16)も仮に電

力供給を VRE のみで行った場合，電力システム単価は現状

よりも遥かに高くなる，との結果を示している． 

このように，エネルギー選択による電力部門の経済性評

価を行った研究例は多い一方で，それらの多くは電力シス

テム全体の整備および維持管理に係る総コストとしての経

済性のみに焦点を当てて分析を行ったものであり，電源設

備の整備により生じる設備投資が誘発する経済効果や,炭

素税の経済負担や,その税収を原資に政府が歳出を拡大し

た場合の乗数効果など,より広義のマクロ経済全体に及ぼ

す影響について定量的に検討した例は決して多くない． 

一部(独)国立環境研究所の AIM モデル(2009)17)のように

応用一般均衡モデルを用いマクロ経済全体への影響を分析

した事例も存在するものの，経済成長率については前提を

置いて試算を行っているため,炭素税導入等,政策の導入が

マクロ経済へ及ぼす影響を,政策が導入されない場合の均

衡からの歪みとして表現することが可能である一方,完全

情報下において各主体が価格情報をもとに合理的な行動を

行うことを前提としているため,実際の社会におこる不況

や市場の不均衡等のギャップが表現されず,モデルに炭素

税等の何らかの制約を賦課した場合,必ず GDP が減少する

など,その適用には一定の制約が存在する． 

（例えば,応用一般均衡モデルでは,労働市場について完

全雇用の状態が前提とされている．この為,不況期において

政府がグリーンニューディールにより経済浮揚を目指す政

策を行った場合における GDP への影響について分析する

ことはモデルの性質上困難である．） 

このような状況を踏まえ，本研究では,2050 年の我が国

の電力システムにおけるエネルギー選択が,電力システム

の総コストおよび GDP をはじめとしたマクロ経済に与え

る影響の両面について,線形計画法を用いた最適電源構成

モデルとマクロ計量モデルを統合し筆者らが作成した統合

型エネルギー経済モデルを利用し分析する． 

以下，本論文は次の通りの構成となる．第 2 章では使用し

たモデルの概要及び主要な前提条件等を記述し，第 3 章にお

いてモデル分析の結果の概要を記した．これを踏まえ，第 4

章において低炭素化と経済成長を両立する最適な電源選択

の組み合わせについて考察を加えた上で，本研究から得られ

る政策的インプリケーションを記述した． 

２．評価方法 

2.1 統合型エネルギー経済モデル 

2050 年までの日本のエネルギー選択が,電力システムの

総コストおよびマクロ経済に与える影響について評価する

ため,本研究では統合型エネルギー経済モデルを構築し,試

算に供した． 

本稿で作成したモデルは,トップダウン型の計量経済モデ

ルと,ボトムアップ型のコスト最小化型技術評価モデルを組

み合わせた統合型エネルギー経済モデルである．トップダウ

ン型の計量経済モデルは,日本エネルギー経済研究所等が

開発(2005)18)し改良したモデル(2008)19)(2012)20)を用いる.

ボトムアップ型のコスト最小化型技術評価モデルは,日本

エネルギー経済研究所等が改良した日本版 OPGM モデル

(2018)14) 21)(2019)22) (2020)15)を用いる． 

2.2 計量経済モデル 

計量経済モデルでは，世界貿易等の海外要因，公共投資

等の経済政策，人口動態，化石燃料価格等のエネルギー価

格を前提条件として，各種経済指標を推計する． 

計量経済モデルは，図 1 の通り，国民総生産（GDP）や

それを構成する投資，輸出入等の動きに着目して，国民経

済の資金循環を計算するモデルである． 

モデルは主に，実質支出モジュール，賃金物価モジュー

ル，所得分配モジュール，労働モジュールより構成され，

各種外生変数の変化が経済全体に与える影響について，推

計することが可能となる．モデルの詳細については,日本エ

ネルギー経済研究所(2012)20)を参照されたい．

図 1 計量経済モデル 
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2.3 日本版 OPGM モデル 

本研究では 2050 年の日本の電力部門を対象とし，日本版

OPGMモデルによって複数の制約条件下で費用が最小とな

る電力供給を模擬し，分析を実施した． 

OPGMモデルでは一国のエネルギーシステムが線形計画

法によりモデル化されており，エネルギー需給とエネルギ

ー技術の経済合理的な導入規模が決定される．目的関数は

算定期間における割引後のシステム総コストであり，制約

式として，資源量制約，エネルギー需給バランス制約等を

考慮している． 

地域区分としては，図 2 に示す通り，旧一般電気事業者

の供給区域に従って沖縄を除く日本全国を 9 地域に分割し

た．これらの地域は相互に直流または交流の連系線によっ

て繋がれているものとする． 

図 2 地域区分 

なお，本研究では年間の電力需給を 1 時間刻み（365×24

＝8,760 分割）で計算し評価を行った．モデルの詳細につい

ては ,日本エネルギー経済研究所 (2018)14)21)(2019)22) 

(2020)15)を参照されたい． 

2.4 統合型エネルギー経済モデルの構造 

先述した OPGM モデルでは,線形計画法により,制約下

で費用最小となる最も効率的な電源構成を推計することが

可能となる.一方で,推計の前提として,一国のエネルギー

需要を外生的に与える必要があるが,一国のエネルギー需

要そのものが,電源選択により影響を受けることとなる. 

例えば，安価な化石燃料を使用した発電設備を多用する

ことは，OPGM モデル上は最小コストでの電力供給が可能

となるため最適解となる可能性が高いが，一方で，化石燃

料購入による国富流出は GDP の押し下げ要因となるため，

国内の電力需要に対する押し下げ要因として作用する可能

性がある．一方，原子力発電や再生可能エネルギー発電設

備を多用した電源構成は，OPGM モデル上の電力システム

総コストは前者よりも上昇する一方で，燃料購入による国

富流出を抑制し，かつ国内における発電設備形成のための

民間設備投資等を増加させるために，GDP の押し上げ要因

となり，電力需要に正の影響を与える可能性がある． 

上記のような，電力供給構造の相違による電力供給コス

トとマクロ経済影響の相互関係を考慮した分析を行うため，

本稿では，計量経済モデルと OPGM モデル間で前提となる

外生変数を共有する統合型エネルギー経済モデルを構築し，

電力システムにおけるエネルギー選択が，電力供給の総コ

ストおよび日本経済全体に与える影響の相互関係について

分析を行った． 

図 3 統合型エネルギー経済モデル 

統合型エネルギー経済モデルでは,電源選択上の制約につ

いて設定した複数の前提下において,費用最小となる電源構

成･システム総コストについて OPGM モデルより推計. 

そのうえで，OPGM モデルが算出した最適電源構成の実現

に必要となる設備投資金額，燃料費，炭素税徴税額等を勘案

した，発送電総コスト等の変数について計算を行い，計量経

済モデルに外生変数として入力，実質 GDP 等のマクロ変数

について推計し，両モデル間の結論を比較検証し，さらに検

証が必要な場合は外生値のケース分けを追加し再分析． 

2.5 試算ケース 

本研究では，2050 年時点において電力システムを取り巻

く制約を幅広く検討するため， 図 4 に示すとおり，まずは

基本となる 6 ケースを作成し，比較分析を行った．表 1 内

の番号はケース番号を指す．化石燃料の発電利用，炭素税

の導入，原子力発電所の新設のそれぞれが社会的に受容さ

れるか否かでケース分けをしている． 

また,6 ケースについて比較検証の後,OPGM モデルと計

量経済モデルの評価結果のギャップを明確にするため，さら

に 5 ケースを両モデルに投入し,計 11 ケースで比較検証を

実施しているが,それらは第 3 章で後述する． 

北海道

東北

東京中部関西

北陸

中国

四国九州

直流

交流

結　論

(発送電総費用に着目)

結　論

(実質ＧＤＰに着目)

比較検証

ケース

分けの

再実施

計量経済モデルOPGMモデル

　外生 (複数ケース)

　海外要因：世界貿易，為替レート　など

　経済政策：公共投資，税負担、社会保障　など

　人口要因：人口，高齢化，世帯，労働力人口　など

ｴﾈﾙｷﾞｰ価格：原油，LNG，石炭輸入価格

　社会受容度：化石燃料，原子力　など

ボトムアップ型

「発送電総費用の最小化」を目的

関数として，発送電事業者にとっ

てのコスト最適となる電源構成を

発送電総費用の積算により導出で

きる

トップダウン型

説明変数間の相関性の過去実績か

らOPGM同様に電源構成を導出す

る中，GDPコンポーネント，デフ

レータ，物価，産業生産関数等の

マクロ変数も得られる

同一の外生値を共有

電 
源 
構 
成 
等 
の 
入 
力 

IEEJ：2021年３月掲載 禁無断転載

3



図 4 試算ケース 

表 1 試算ケースの基本的な電源の設置可否 

ケース番号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

炭素税 賦課 現状維持 $120/t-CO2 
※ 

石炭 既設 ○ ○ × × × × 

ガス 火力 ○ ○ ○ ○ × × 

原子力 新設 ○ × ○ × ○ × 
※ World Bank “State and Trends of Carbon Pricing 2020” 12p. 2020.4.1時点の最高値スウェーデン

$119/t-CO2に 2050年には日本も到達と仮定した試算, OPGMでは石炭火力が全廃に至る． 

2.6 前提条件 

すべてのケースでは，日本エネルギー経済研究所の既往

研究(2018)21)(2019)22)に従い，2050 年の日本のエネルギーミ

ックスを想定して前提条件を設定した．但し，一部の条件

は本研究の趣旨に従い，以下の通り独自に設定した． 

(1) 原子力発電

現行の既存大型炉で用いられる発電コスト・性能を用い

て算定している.2050 年の原子力発電所の最大導入可能量

については，2020 年 10 月現在,廃炉未表明の既設炉および

現在建設中の原子炉容量の合計値を上限(42.5GW)とした．

60 年運転を前提とすると，2050 年までに，既設炉のうち

17.0GW が廃炉へと移行するが，新設炉の採算が得られ，か

つ社会的に新設が許容される場合は，廃止される発電所の

連系容量を上限にリプレースが行われる．なお，現在建設

中または既設の原子炉(以下，両者をあわせて「既設炉」と

いう)で 2050 年においても運転開始後 60 年に到達しない

炉の建設費については，原子力電気事業者にとってサンク

コストとし，算定時の資本費から控除した．

 

 

 

 

(2) 再生可能エネルギー発電

2020年 2月の政府の調達価格等算定委員会による再生可

能エネルギーのコスト低減目標 23)では，2025 年もしくは

2030 年までに太陽光発電について 7.0 円/kWh，陸上風力発

電について 8～9 円/kWh まで低減させることとされている．

但しこの目標は日本における過去のコスト低減トレンドを

逸脱していることから，2050 年に太陽光 7.0 円/kWh，陸上

風力 8.5 円/kWh と想定し，また洋上風力については概ね陸

上風力のコスト低減と同等の低減率でコストが低減すると

した． 

 

 

太陽光・風力の最大導入可能量は，表 5 の通り設定した．

前述の既往研究 22)では太陽光・風力ともに環境省によるポ

テンシャルの評価値を利用したが，今回は陸上風力発電に

ついては現実的な利用制約の観点から尾羽ら(2019)24)の数

値を利用した． 

表 5 太陽光・風力の最大導入可能量想定 

単位：GW 太陽光 陸上風力 洋上風力 

北海道 

東北 

東京 

北陸 

中部 

関西 

中国 

四国 

九州 

14.7 

24.8 

54.4 

9.3 

35.5 

26.0 

24.2 

13.1 

37.5 

16.4 

2.8 

0.6 

0.2 

0.5 

0.6 

0.8 

0.5 

2.2 

177.1 

33.9 

38.8 

0.1 

23.3 

0.04 

0.1 

1.9 

2.0 

合計 239.3 24.6 277.2 

(3)蓄電池

蓄電池コストについてはリチウムイオン電池を想定し，

標準ケースとして National Renewable Energy Laboratory25)の

中位ケースである 150 米ドル/kWh を設定した（表 6）．な

お前述の既往研究 22)に従い，別途，既存設備相当の揚水発

電（163GWh）の利用を想定している． 

表 3 発電コスト・性能想定（既存大型炉・新設炉） 

建設単価［千円/kW］ 

稼働年数 

年経費率 

自家消費率 

燃料費［円/kWh］ 

出力増加率上限 

出力減少率上限 

年間設備利用率上限 

最小出力レベル 

420 

40 

1.00 

0.04 

1.8 

0.02 

0.02 

0.80 

0.80 

表 4 発電コストの想定（太陽光発電・風力発電） 

標準 

太 陽 光 

発  電 

建設単価［千円/kW］ 

稼働年数 

年経費率 

102 

30 

0.014 

陸上風力

建設単価［千円/kW］ 

稼働年数 

年経費率 

190 

30 

0.021 

洋上風力 

建設単価［千円/kW］ 

稼働年数 

年経費率 

286 

30 

0.044 

②石炭 ガス
 再エネ

③ガス 原子力
 再エネ

④ガス 再エネ

⑤原子力 
再エネ 蓄電

⑥大量再エネ
 蓄電

(2)炭素税の
導入が社会
に受容
されるか

(3)原子力発電
所の新設が
社会に受容
されるか

(1)化石燃料の
発電利用が
社会に受容
されるか

①石炭 ガス
 原子力受容

されない

受容
される

当然受容される

受容
される

受容
されない

受容
される

受容

されない

(2)炭素税の
導入が社会
に受容
されるか

(3)原子力発電
所の新設が
社会に受容
されるか

(3)原子力発電
所の新設が
社会に受容
されるか

受容

される

受容
されない

受容

される

受容
されない
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表 6 蓄電池のコスト想定 

標準 

蓄電池［米ドル/kWh］ 150 

(4)火力発電

本研究では，水素発電や CCS 付き火力等は考慮せず，既

存の石炭火力・ガス火力のみ使用される前提で検討を行っ

た．火力発電設備の想定を表 7 に示す． 

表 7 発電コストの想定(石炭火力・ガス火力） 

石炭 ガス 

建設単価［千円/kW］ 

稼働年数 

年経費率 

熱効率 

自家消費率 

燃料費 

出力増加率上限 

出力減少率上限 

季節内設備利用率上限 

年間設備利用率上限 

DSS 運転比率 

最小出力レベル 

250 

40 

0.037 

0.48 

0.06 

（表 8） 

0.26 

0.31 

0.90 

0.80 

0.00 

0.30 

120 

40 

0.024 

0.57 

0.02 

（表 8） 

0.44 

0.31 

0.95 

0.80 

0.50 

0.30 

燃料費については，表 8 のとおり，日本エネルギー経済

研究所(2019)26)の想定値を利用した. 

表 8 燃料費想定 

標準 

石炭［米ドル/t］ 

LNG［米ドル/MMBtu] 

123 

10.5 

３．評価結果 

3.1 OPGM モデルによる発送電費用最小の電源構成 

OPGMモデルを用いた最適電源構成および発送電総費用

の値は表 9 のとおり． 

炭素税の多寡が石炭火力発電に与える影響は大きく，現

状の石油石炭税程度の課税水準が継続するケース（ケース

①,②参照）では，既設の石炭火力の発電容量が最大限維持

される．一方で，再生可能エネルギー発電設備の導入につ

いては，コスト競争力に優れる石炭火力発電所に押し出さ

れる形で他のケースと比べ大幅に縮小する． 

一方で，炭素税の課税水準が大幅に増加したケース

（$120/t-CO2：ケース③～⑥）における最適電源構成は前者

とは大幅に異なる形態を示し，炭素税による負担が大きい

石炭火力発電所の設備容量は完全に消失する．他方，石炭

火力による発電を代替する形で，他の発電設備の設備容量

が増加し，ガス火力・太陽光・陸上および洋上風力発電の

各容量は大幅な増加を示す． 

原子力発電については，コスト競争力の高さから，ケー

ス間の相違に関わらず，原則として，導入可能容量の上限

値に近い容量が導入される．ただし，炭素税制が現行水準

のケース（ケース①）においては，さらに高い競争力を有

する石炭火力に押し出される形で，原子力発電の新設容量

は 2GW 程度の減少を示す． 

発送電総費用の最小化を目的関数とする OPGM モデル

においては，ケース①が，最適な（費用最小を実現する）

電源構成を示す．一方，発送電総費用の水準は，原子力発

電の新設制限，炭素税の課税額が高いケース，ガスを含む

化石燃料の使用制限等，特定の発電技術に賦課される制約

の増加とともに上昇し，最も制限が厳しいケース⑥におい

て最大（18.96 兆円：評価としては最下位）となる． 

表 9 最適電源構成と発送電総費用の順位 

OPGM モデル (単位：GW) 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

石炭既設 40 40 - - - - 

ガス火力 82 97 120 137 - - 

火力 計 122 137 120 137 - - 

原子力既設 26 26 26 26 26 26 

原子力新設 15 - 17 - 17 - 

原子力 計 41 26 43 26 43 26 

太陽光 - 171 171 188 239 231 

陸上風力 2.5 11 11 12 25 25 

洋上風力 - - - - 155 250 

地熱ﾊﾞｲｵﾏｽ 16 16 16 16 16 16 

再ｴﾈ 計 18 197 197 215 435 521 

水力 20 20 20 20 20 20 

発電容量 201 380 380 398 497 567 

蓄電池(GWh) 0.2 0.1 0.2 0.3 173 150 

発電量(GWh) 1,010 1,009 1,017 1,016 1,043 1,043 

炭素税 賦課 現状維持 $120/t-CO2 

発送電総費用 

(兆円) 

8.68 8.74 10.30 10.78 16.07 18.96 

同上(円/kWh) 8.59 8.66 10.13 10.61 15.41 18.18 

同上ｺｽﾄ順位 1 2 3 4 5 6 

3.2 計量経済モデルによる実質 GDP 最大の電源構成 

一方で，トップダウン型の日本エネルギー経済研究所が

開発した計量経済モデルに各ケースの電源構成を投入した

場合，表 10 の結果となった.ケース③が最適な(日本の実質

GDP を最大化する)電源構成となり，OPGM モデルでコス

ト最小の 1 位・2 位であったケース①・②が，計量経済モ

デルでは 5 位･6 位の最下位グループとなる. 
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表 10 表 9 同一ケースに対する実質 GDP の順位 

計量経済モデル (単位：兆円) 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

実質GDP 812.6 810.5 814.0 813.7 813.9 812.9 

GDP順位 5 6 1 3 2 4 

民間消費支出 413.6 413.8 415.8 415.4 414.9 413.9 

政府消費支出 99.7 99.7 100.8 101.1 99.7 99.7 

民間設備投資 104.8 107.5 108.5 108.2 114.9 117.0 

化石燃料輸入 35.1 31.7 30.7 31.7 27.6 27.6 

電力電灯総合単価 

(円/kWh) 
24.72 37.60 37.96 38.28 44.43 47.59 

3.3 OPGM モデルと計量経済モデルの比較 

 表 9 と表 10 を比較し OPGM モデルの発送電総費用のコス

ト順位と計量経済モデルの GDP 順位を抽出し比較したもの

が表 11 であり,2 つのモデル間で結果に明確な差異が生じる. 

表 11 発送電総費用対実質 GDP 順位 

OPGM モデル 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

炭素税 賦課 現状維持 $120/t-CO2 

発送電総費用 

(兆円) 
8.68 8.74 10.30 10.78 16.07 18.96 

同上(円/kWh) 8.59 8.66 10.13 10.61 15.41 18.18 

同上ｺｽﾄ順位 1 2 3 4 5 6 

計量経済モデル  ｜  ｜   ｜  ｜   ｜  ｜ 

実質GDP 812.6 810.5 814.0 813.7 813.9 812.9 

GDP順位 5 6 1 3 2 4 

(1)ケース①・② 対 ケース③～⑥の比較

石炭火力は OPGM モデルにおいて，炭素税が現行水準な

らば非常に競争力が高く，ケース①で太陽光発電ゼロ・原

子力発電新設抑制など，有望な電源に見える．しかし，計

量経済モデルでは，ケース①と②において炭素税収からの

政府消費支出の還流がなく，石炭火力の安価な建設投資単

価と既設石炭火力の多さから民間設備投資が伸びず，国富

の流出たる化石燃料輸入も大規模であり，GDP の押し上げ

効果に乏しいため，結果的に計量経済モデルでは評価は低

くなり，温暖化対策の潮流にも逆行する． 

(2)ケース①対②，③対④，⑤対⑥の比較

原子力発電は，すべてのケースにおいて既設炉(26GW)利用

のみよりも新設リプレース(17GW)を加えた方が, OPGM モデ

ルにおける発送電総原価が小さく(評価が高く)なる.加えて，

計量経済モデルでも大規模な建設投資，資機材の国産化率

の高さ，化石燃料輸入の抑制などを通じて GDP を確実に押

し上げるため，両モデルで新設炉の評価は高い. 

(3)ケース③～⑥の４ケース間比較

炭素税の賦課の条件を同一に揃えれば，ガス火力は，

OPGM モデルで資源エネルギー庁の電力調査統計(2020)27)の

既設 83GW を超え新設するケース③(ガス火力･大量 120GW

規模)が発送電総費用最小で,他ケース比較で火力の調整力の

重要性が際立つ.また，炭素税の賦課下において，OPGM モ

デルの電気事業者のコスト最小と計量経済モデルの GDP 最

大化が同時に達成されるケースは③であるように見える． 

3.4 ケース分けの追加による最終結果の導出 

しかしながら，計量経済モデルにおいて，火力発電の評

価は，建設投資が安価であり，化石燃料の輸入を発生させ

るため，GDP への波及効果が他電源よりも相対的に小さい

と考えられる．このため，ケース③で GDP が最大化するか

は，追加的な検証が必要と考えた．そこで，GDP 順位が表

11で１位と２位であったケース③(火力120GW)とケース⑤

(火力なし)との間に，火力 20GW 刻みで以下 5 ケースを新

設し，再度 OPGM モデルと計量経済モデルに投入すること

で，追加の試算を行った結果が表 12 である． 

表 12 最終結果 

再掲 

③ 

新規 

③-1 

新規 

③-2 

新規 

③-3 

新規 

③-4 

新規 

③-5 

再掲 

⑤ 

石炭既設 - - - - - - - 

ガス火力 120 100 80 60 40 20 - 

火力 計 120 100 80 60 40 20 - 

原子力既設 26 26 26 26 26 26 26 

原子力新設 17 17 17 17 17 17 17 

原子力 計 43 43 43 43 43 43 43 

太陽光 171 189 197 209 208 239 239 

陸上風力 11 11 12 14 19 25 25 

洋上風力 - - - 21 60 103 155 

地熱ﾊﾞｲｵﾏｽ 16 16 16 16 16 16 16 

再エネ 計 197 215 224 260 303 382 435 

水力 20 20 20 20 20 20 20 

発電容量 380 378 367 383 406 465 497 

蓄電池(GWh) 0.2 24 44 72 110 160 173 

発電量(GWh) 1,017 1,018 1,020 1,024 1,030 1,039 1,043 

発送電総費用 

(兆円) 
10.30 10.37 10.48 10.68 11.27 12.83 16.07 

同上(円/kWh) 10.13 10.18 10.27 10.43 10.95 12.35 15.41 

同上ｺｽﾄ順位 1 2 3 4 5 6 7 

実質 GDP 814.0 814.4 814.6 814.2 813.7 813.6 813.9 

GDP 順位 4 2 1 3 6 7 5 

民間消費支出 415.8 416.0 416.1 415.9 415.4 415.2 414.9 

政府消費支出 100.8 100.7 100.7 100.5 100.1 99.8 99.7 

民間設備投資 108.5 108.7 108.8 109.7 111.1 113.1 114.9 

化石燃料輸入 30.7 30.3 30.2 29.3 28.2 27.8 27.6 

電力電灯総合単価 

 (円/kWh) 
37.96 38.10 38.03 39.50 41.36 43.19 44.43 

ケース③～⑤の 7ケース間比較の結果，③－2において，

既設 83GWに近い 80GW程度のガス火力を確保しつつ再生

可能エネルギーや蓄電池をバランス良く導入することで，
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電気事業者の発送電総費用の上昇を相当抑制しながらも，

GDP を最大化できるとの解を得た．電気事業者のコスト最

小(ケース③)と日本経済における GDP 最大(ケース③－2)

は火力発電・再エネ・蓄電池等の電源構成のバランスが異

なるとの結果が導き出された． 

ガス火力を 80GW 程度とする状態(③－2)が GDP を最大

化させる理由に関しては，③－2 より右方との比較では，

ガス火力は「無風・無日照期間」における電力供給を維持

する役割を果たすことが大きい．特に，ガス火力を 40GW

以下に設置を抑制した場合，急激に再エネ・蓄電池の導入

量が増加し，所謂「出力抑制」が頻発する計算結果が得ら

れており，コストアップで電気事業者の経営に支障が生じ

やすいとの試算である．また，③－2 より左方との比較で

は，先述の通り，ガス火力は建設投資が安価であり，化石

燃料の輸入を増加させるため，GDP への波及効果が他電源

よりも相対的に小さいこと等が挙げられる.よって，再エ

ネ・蓄電池の普及を促進しつつも「出力抑制」による無為

な電気料金の上昇を招かないケース③－2 が，日本経済に

対するベストミックスの 1 つの最適解と言えよう． 

４．結論 

本研究では 2050 年の日本の電力部門を対象として，最終

的に 11 のシナリオ想定のもと，石炭火力・ガス火力・原子

力・再エネ・蓄電池等の電源構成のベストミックスに関し，

電気事業者が採用する「OPGM モデル」とエネルギー政策

の検討に広く用いられる「計量経済モデル」の２つの異な

るモデルを統合型エネルギー経済モデルとして同条件で繰

り返し扱い，「電気事業者の発送電コスト最小」と「日本経

済全体が目指す実質 GDP 最大化」の最適解は異なる事実を

定量的に示すことができた． 

表 12 下部の太枠囲いを比較すると，③から③－2 への移

行で，日本の実質 GDP が約 6 千億円浮揚する一方，電気事

業者は約 2 千億円の発送電コストを負担することにつなが

る．逆もしかりで，電気事業者が約 2 千億円のコストを削

減することで，実質 GDP が約 6 千億円縮小する．すなわ

ち，電源構成の最適解が異なる政策主体と電気事業者が連

携し，エネルギー・経済政策が適切に執り行われることで，

日本経済の好循環につながるとも言えよう． 

なお，今回は，現在推定可能な技術・コストを前提のベ

ースとして，2050 年断面に向けて，今，現段階から，どの

電源に重点投資を行っていくべきかの提言を意図している.

このため，今回対象とした発電・技術の他に，水素・アン

モニア発電や CCS・CCUS 等の新技術の導入も考えられる

が，本研究では敢えて算入・検討を見送っている. 現在，こ

れらの新技術は実証段階で商用段階になく，2050 年までに

商業化が間に合うか，電気事業者でどの程度の規模とコス

トで導入できるか，日本経済にどの程度の波及効果がある

か金額に大きな幅と不確実性があり過ぎ，算出の攪乱要因

となるためである．新技術の実証段階のコストを前提にお

けば，高い炭素税を与える場合の石炭火力と同様，モデル

の計算上で採用される容量はゼロとなってしまう．無論，

直近の首相の所信表明演説 4)の通り，日本が“低炭素社会”

から“脱炭素社会”へ目標の舵を切る中では，これらの新

技術も将来の電源構成を検討する上では重要な要素となる

ことから，商用利用の規模やコストの見通しや目標値が明

らかになり次第，比較の対象に加えて再度検討したい． 

著者の知る限りにおいて，電気事業者の電源構成コスト

最適化と，実質 GDP をはじめとした各種経済指標との相関

性に関して，具体的な数値で網羅的に論じた先行研究はな

いものと認識しており，電気事業者と日本経済の双方にと

って有益になる１つの方向性を示す端緒となることを期待

している．今後も引き続き，電源構成と経済活動との関係

性に関して，あらゆる切り口から検討を続けていく． 
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